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都市圏交通円滑化総合対策実施要綱の取扱いについて（通達）

都市圏交通円滑化総合対策実施要綱の改正については、「都市圏交通円滑化総合対策実

施要綱の改正について」（平成13年４月27日付け警察庁丙規発第22号）をもって通達され

たところであるが、都市圏交通円滑化総合計画の作成及びその実施に当たっての留意事項

は別紙１のとおり、また、交通需要マネジメント実証実験計画の作成及びその実施に当た

っての留意事項は別紙２のとおりであるので、事務処理上遺憾のないようにされたい。

なお、交通円滑化総合対策実施都市圏としての指定を受けようとする市町村を把握した

とき、又は交通需要マネジメント実証実験実施計画の認定を受けようとする者を把握した

ときには速やかに当課に報告されたい。

また、本件については国土交通省から各地方整備局（北海道開発局及び沖縄総合事務局

を含む。）、各地方運輸局（沖縄総合事務局を含む。）及び各都道府県に通達されているこ

とを念のため申し添える。

おって、「都市圏交通円滑化総合対策の実施上の留意事項について」（平成10年12月４日

付け警察庁丁都交発第114号、丁規発第106号）については、廃止する。
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